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我が国とアジア及び環太平洋地域との自由貿易協定（ＦＴＡ／ＥＰＡ）締結をめぐって

は、様々な協定が、併存、または、並行的に提案・交渉されており、貿易ルールの錯綜

による様々な弊害も深刻化しつつある。こうした中、米国が提唱するＡＰＥＣ（環太平

洋協力会議）21ヵ国全体での自由貿易協定（ＦＴＡＡＰ）に向けての一里塚と位置づけら

れつつあるＴＰＰ（環太平洋連携協定）への日本の参加の是非が争点となり、2010年11月

のＡＰＥＣ横浜会合では、近い将来（2011年の11月の次回会合まで）の正式参加表明を目

指して、国内の関税・非関税措置を全廃するための国内対策を早急に詰める方向性が示

唆されたといえる。

ＴＰＰ参加は、関税及び非関税措置をすべて撤廃するという点で、我が国が進めてき

たアジアに重点を置いた従来型の柔軟性ある自由貿易協定（ＦＴＡ）の方向性を一気に覆

すものである。これまでの長い歴史的積み重ねを考えれば、国内の関税・非関税措置を

全廃するというような極端な状況を前提に、短期間で国内措置を準備することは常識的

には不可能と思われるが、事態は進行している。ゼロ関税にすれば農業の競争力強化や

輸出産業化につながるという見解は現実離れしている。その前に産業が崩壊してしまう。

ＦＴＡの本質は「差別性」にある。ＦＴＡはＷＴＯ（世界貿易機関）の「無差別原則」の例

外として、特定の相手だけに差別的に関税撤廃等の優遇措置を提供するから、それに参

加しない国は必ず不利益を被る宿命を持つ。このため、「仲間はずれ」の不利益を回避し

ようと、自動車や家電等の輸出産業があせる気持ちもわかる。しかし、一部の産業の目

先の利益や損失から、やみくもに飛びつくのを国益と称するのは適当ではない。

「農業のせいで国益が失われる」かのような「農業保護 vs 国益」の構図は間違いであり、

むしろ、「輸出産業の利益のために失う国益の大きさ」も考えなくてはならない。実は、

海外展開のある企業は2,000社に１社程度であるから、大多数を占める中小企業にとっ

ては輸入品との競争激化が懸念される。そもそも、我が国は、これまでのＦＴＡ交渉で繊

維、皮革・履物、銅板、コメ、乳製品等のセンシティブ品目、金融、医療等、労働者の

移動も含むサービス分野を開放困難な分野として位置づけてきた。これらを一気に開放

することは、我が国の産業、雇用、国民生活全体に劇的な変化をもたらすことを意味する。

とりわけ、農産物の中でわずかに高関税が維持されているコメ、乳製品等、１割の品

目が関税撤廃されると、食料自給率は14%に向けて低下すると農水省は試算している。

これは、国民生活の根幹をなし、世界的にも武器と同じ「戦略物資」とされる食料をほと

んど海外に依存することを意味する。国土と地域の荒廃が加速する。これは農家保護の

問題でなく、国家リスクの問題である。

食料の確保は、軍事、エネルギーと並んで国家存立の重要な三本柱の一つであるとい

うのが世界の常識である。米国は日本を「標的」と見なしてきたとも言われている。ウイ

スコンシン大学の教授は「食料は武器であり、直接食べる食料だけでなく、畜産物のエ
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サが重要である。まず、日本に対して、日本で畜産が行われているように見えても、エ

サをすべて米国から供給すれば、完全にコントロールできる。これを世界に広げていく

のが米国の食料戦略だ。そのために農家の子弟には頑張ってほしい」と授業で教えてい

たと言われる。「東の海の上に浮かんだ小さな国はよく動く。でも、勝手に動かれては

不都合だから、その行き先をfeed（エサ）で引っ張れ」と言う言葉が象徴している。これ

が米国における食料の位置づけである。

酪農・畜産については、生産量で、酪農の56%（19円の加工原料乳価で加工向けはほぼ

消滅、北海道の生乳が飲用に回り、都府県の酪農はほぼ崩壊。飲用乳も中国からの輸入

で業務用中心に２割は置き換わる）、牛肉の75%、豚肉の70%、鶏肉の20%、鶏卵の17.5%、

酪農・畜産の生産額総額で1.7兆円が失われると試算されている。

農業生産全体では4.1兆円の減少、農業関連産業の損失も含めたＧＤＰ（国内総生産）

ベースの損失額は7.9兆円と農水省が試算する一方、経済産業省は、不参加の損失（参加

メリット）がＧＤＰで最大で10.5兆円と試算し、内閣府は、利益と損失を総合したＴＰ

Ｐへの参加効果がＧＤＰで2.4～3.2兆円増と提示した。しかし、内閣府の試算には、外部

効果（多面的機能）の損失は考慮されていない。農水省の試算によれば、ＴＰＰ参加に伴

う農業の多面的機能の喪失額は3.7兆円と見込まれているので、これを差し引いただけ

でも、ＴＰＰ参加は損失のほうが大きいという総合評価になることに留意すべきである。

国土・環境保全や生物多様性の保全等の外部効果（多面的機能）を考慮した総合評価を

行うことが経済学の常識になっている現在において、ＷＴＯやＦＴＡの貿易ルールの経

済学では、それを考慮しない何十年も前のオールド・ファッションな経済学が、いまだ

に使われているというのは奇妙なことである。例えば、2010年10月に名古屋で開催され

たＣＯＰ10でも、生物多様性の経済評価が行われたが、現段階では、それは貿易ルール

とは別問題のように位置づけられており、その成果を貿易ルールに反映するという連動

がない。

これらを総合すると、例外を認めない全面開放のＴＰＰに無理に急いで参加すること

の意味はどこにあるのか。日本が乗り遅れるというより、輸出産業が乗り遅れるという

問題であるが、輸出産業の長期的、持続的な発展にとっても、ＴＰＰでなくてはならな

いのであろうか。

長期的、持続的な日本の繁栄の観点からのひとつの重要な視点は、欧州圏や米州圏の

統合の拡大・深化に対する政治経済的拮抗力としてのアジア圏の構築の必要性である。

日本とアジアと、ひいては世界全体の均衡ある発展のためには、まず、アジア諸国が、

お互いに配慮し合った柔軟なＦＴＡ締結によってアジア圏を構築する形で、成長のエネ

ルギーを共有する足場を固めることが重要である。もちろん、これは、米国等との緊密

な経済連携、友好関係が必要ないという意味では全くない。対等な立場で、本当の意味
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での友好関係を築くためにも、その前提としてのアジアのまとまりが、まず重要だと思

われる。日本は、中国に対する次元の低い対抗ではなく、困難を克服しつつ、今後もさ

らに成長する中国と協力して、それを推進する必要がある。経済学的に見ても、柔軟な

ＦＴＡこそが、域外国の損失も緩和し、日本の国益も向上する。

米国は、自身はNAＦＴＡ（北米自由貿易協定）等で米州圏の足場を固めておいてアジ

アに進出を図っていながら、アジアが、まずアジア圏を形成しようとすることには強く

反対している。これは身勝手であろう。ＦＴＡＡＰやＴＰＰへの米国の動きは、アジア

圏構築の具体的議論を遅らせる意図もあることを認識すべきである。それに乗ることは、

アジアが「草刈り場」になりかねないことを意味する。

農産物については、これまでのＦＴＡ交渉では、高関税で自由化困難な品目について

は、相手国の農業発展のための協力強化で理解を得、他の分野に先行して合意できたケ

ースが多く、農業が障害になって締結が遅れたというのも間違いである。例えば、交渉

中断中の韓国も、最大の理由は、素材・部品産業の打撃と対日赤字の増加を懸念する韓

国が要請している産業協力に対して、日本側は、そこまでして韓国とＦＴＡを結ぶ気は

ないと回答しているからである。だから、農業が障害で従来のＦＴＡが進まなかったか

ら、もう一気にＴＰＰだというのもおかしい。

実は、アメリカは、例外を申し出ずにＴＰＰへの参加表明をし、米豪ＦＴＡで実質例

外にした砂糖と主要乳製品を豪州に対してのみ例外として認めるよう、あとで主張する

作戦をとった。カナダは最初から乳製品の例外を主張したため、参加交渉から閉め出さ

れた。日本が早めにルールづくりに参加したほうが得策との見方があるが、日本が参加

表明すれば、アメリカは自らのことは棚に上げて日本の例外は認めないと迫る可能性を

考えたほうがよかろう。

関税撤廃しても所得補償を必ず増額できるというのであれば、コメだけで毎年1.7兆

円、乳製品等も含めれば3兆円を超すであろう財源について、例えば、環境税の導入、

消費税の税率の引上げ等による試算から具体的な財源確保の裏付けを提示して、国民に

約束する必要がある。それが空手形になったら、我が国は、身近で調達できる食料がさ

らに激減し、国民に大きなリスクをもたらし、世界から冷笑される戦略なき国家となり

かねない。

以上のように、ＴＰＰは、「とりあえず参加を表明しておこう、例外は後で何とかす

ればよいし、ダメでも、所得補償すればよい」というような安易な対応が許される問題

ではなく、まさに我が国の長期的な国家戦略が問われていることを認識すべきである。

冷静に国民的な議論をすれば、拙速な対応は回避されるはずである。ここで、農家や

関係者の皆さんがやる気をなくすようなことがあってはならない。落ち着いて、国民各

層と連携して事態の正常化に努めることが重要である。


